
消費者消費者消費者消費者教育推進法に関する現状の取組と今後の考え方教育推進法に関する現状の取組と今後の考え方教育推進法に関する現状の取組と今後の考え方教育推進法に関する現状の取組と今後の考え方

学校における学校における学校における学校における
消費者教育の推進消費者教育の推進消費者教育の推進消費者教育の推進

発達段階に応じた教育機会の確保

大学等大学等大学等大学等ににににおけるおけるおけるおける
消費者消費者消費者消費者教育教育教育教育の推進の推進の推進の推進

地域における地域における地域における地域における
消費者教育の推進消費者教育の推進消費者教育の推進消費者教育の推進

人材の育成等人材の育成等人材の育成等人材の育成等

教育職員対象の研修の充実

実践的な消費者教育のための学校内外の人材の活用

学生等の被害防止のための啓発等の促進

教職員等への研修の機会の確保や情報提供等

国及び地方公共団体国及び地方公共団体国及び地方公共団体国及び地方公共団体

法の基本的法の基本的法の基本的法の基本的施策施策施策施策 現状の取組と今後の考え方現状の取組と今後の考え方現状の取組と今後の考え方現状の取組と今後の考え方

高齢者・障害者の支援者への研修や情報提供

社会教育施設等での消費生活センターが収集した実例の活用

消費生活相談員等への研修の実施

大学や消費者団体等の自主的な取組の促進

義
務

☞司法書士会との連携による高知
大学学生への出前講座の開催
☞弁護士会との連携による教育
センターでの教員への出前講座
の開催 各1回

学校等、地域における出前講座
(消費生活講座）の開催 （H23）

・若年消費生活講座：12回848名
・高齢者消費生活講座：10回413名
・消費生活講座8回275名

☞国民生活センター等主催の研修へ

教育等関係機関との緊密な
連携を図り、教育啓発活動
を強化する

☞情報紙「くらしネットkochi」の配付
（126500部 4回発行）

☞ラジオ番組出演による啓発（22回）
☞「くらしの護身術」の高知新聞掲載
（38回）
☞「地域見守り情報」の配信

資料６資料６資料６資料６

適時の情報提供等、啓発の
強化に努める

くらしネットへの掲載等あらゆる
機会を捉えて県民に対する法
の施行の周知を図る

教材の充実等教材の充実等教材の充実等教材の充実等

調査研究等調査研究等調査研究等調査研究等

情報の収集及び提供等情報の収集及び提供等情報の収集及び提供等情報の収集及び提供等

大学や消費者団体等の自主的な取組の促進

有効活用される教材の開発と効果的な提供

大学や研究調査機関等と協力した消費者教育の
内容や方法の調査と成果の普及活用

先進的な取組に関する情報の収集や提供

(国)被害防止のための消費者特性を勘案した消
費者教育への収集情報の反映

自主的な自主的な自主的な自主的な活動や協力活動や協力活動や協力活動や協力

施策への協力と自主的な活動施策への協力と自主的な活動施策への協力と自主的な活動施策への協力と自主的な活動

消費者団体消費者団体消費者団体消費者団体

事業者・事業者団体事業者・事業者団体事業者・事業者団体事業者・事業者団体

消費者団体等との連携を通じた消費者の知識の向上

消費者に有用な知識の提供

従業者に対する研修の実施

消費者団体等の活動に対する援助

☞国民生活センター等主催の研修へ
の参加（19回、延べ20人）
☞市町村相談員に対する専門研修の
実施

☞消費者団体との意見交換会の実施
23年度 ７団体
24年度 中央部7団体

幡多地域6団体
☞高知県生協連との共催による啓発
講演会の実施
（24年度2回開催予定）

相談員の研修の強化を図る

ブロック別市町村消費者行政担当
課長会開催（2ブロック×3回）

意見交換会の継続的な実施
による情報提供や連携を図る

消費者団体、事業者・事業
者団体へ法施行の周知を
図る

国及び地方公共団体国及び地方公共団体国及び地方公共団体国及び地方公共団体

国からの情報を積極的に提供
する

「くらしのサポーター」との
さらなる養成と連携の強化
により啓発の充実を図る

自立した消費者の育成を図る

金融広報委員会が勧める、金融学
習や金融経済講演会の開催

情報の共有により取組の推進
につなげる

消費者教育の支援消費者教育の支援消費者教育の支援消費者教育の支援

☞「くらしのサポーター」の養成及び
啓発での活用
☞高知短大連携講座による社会人
向け消費生活講座（全15講座）の
開催（121名（一般73名 学生48名））

努
力
義
務


